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危機発生時のリスク・コミュニケーションの目的

危機発生時におけるリスク・コミュニケーションの
最大の目的は、被害を最小限に食い止めるため、

正確で役立つ情報を広く共有すること

V-SEP 火山対策士上級
2章火山災害時の情報共有
1節リスク・コミニケーションの基本
講義資料
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外部
支援

大規模災害時には支援組織との連携効率化も重要

現場

住民

マスコミ

管理者

コミュニケーション

ここが重要

大規模災害時には都道府県、市町村の防災担当だけでなく
警察、消防、自衛隊その他の関連組織等との連携が不可欠

V-SEP 火山対策士上級
2章火山災害時の情報共有
1節リスク・コミニケーションの基本
講義資料
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火山災害時に起きうる不協和音

地元研究者 大御所研究者

火山専門家

ネット発言が多い研究者

火山活動に関する見解の不一致

行 政 
災
害
対
応
に
関
す
る

期
待
度
の
不
一
致

住民

依存度が強い住民

不信感が強い住民

「危険なときは専門家が何とかしてくれる」

「噴火なんて予知できるわけない」
「御用学者は行政に都合の悪いことは言わない」

マスコミ
不一致を強調して不信感を増幅

防災関連府省庁防災関連府省庁 防災関連府省庁

都道府県 都道府県

市町村

市町村 市町村 市町村
市町村市町村市町村

V-SEP 火山対策士上級
2章火山災害時の情報共有
3節火山専門家との連携
講義資料
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カリブ海モンセラー島での199６年噴火時の住民の不満

✓同島では専門家の警報発令を無視して避
難しなかった20人以上が噴火で死亡。

✓英国政府が事態を重く受け止め専門家委
員会を設置し、聞き取り調査を実施。

✓調査で示された住民らの主な不満

◆専門家の発言はアテにならない。分からない。

• 専門家の予測は外れてばかり。

• 解説する内容は素人と同レベル。

• 専門用語ばかりで理解できない。

◆避難の指示が複雑すぎる

• 避難地域の区分けが細かすぎ。

• 避難レベルの設定と更新が多すぎ。

• 地図は読めない。使ったことがない。

科学雑誌「Nature」の1998年4月23日号に掲載

されたモンセラー島での火山噴火に関する記事

V-SEP 火山対策士上級
2章火山災害時の情報共有
3節火山専門家との連携
講義資料
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モンセラー島での課題に対する英国政府の対策

✓英国政府の専門家委員会は、住民とあわせて火山
専門家にも聞き取り調査を実施。

◆火山専門家は「我々が理解していないことが
あったが、その懸念や不確実性を適切に伝える
訓練を受けているわけではない」と発言。 

◆火山専門家からは「政治家らから非現実的な
レベルの要求をされ、専門家の役割を果たすこ
とが困難になった」という意見も。

✓  委員会で得られたリスク・コミュニケーションに関す
る教訓を「手引き」（右図）として公表。

日本語版の手引きは下のアドレスもしくは右のQRコードからアクセスできます。
https://dil-opac.bosai.go.jp/publication/pdf/caribbean.pdf

V-SEP 火山対策士上級
2章火山災害時の情報共有
3節火山専門家との連携
講義資料

https://dil-opac.bosai.go.jp/publication/pdf/caribbean.pdf
https://dil-opac.bosai.go.jp/publication/pdf/caribbean.pdf
https://dil-opac.bosai.go.jp/publication/pdf/caribbean.pdf


富士山という難題：なぜ誤解されやすいのか

◼噴火様式・現象が多岐にわたる

◼火口想定範囲が広い

⇒ 複雑なハザードマップ

◼避難対象者が多種多様

⇒ 複雑な避難計画

迅速な避難には

住民の理解と協力が不可欠

7

火口ができる
可能性がある

範囲

大きな
噴石

火砕流

溶岩流
3時間以内

溶岩流
1日

融雪型
火山泥流



富士山における避難の全体イメージ

避難対象エリア 第１次避難対象エリア 第２次避難対象エリア 第３次避難対象エリア 第４次避難対象エリア 第５次避難対象エリア 第６次避難対象エリア

対象とする範囲

噴火警戒レベル

想定火口範囲 火砕流・火砕サージ、大きな
噴石が到達する可能性があ
る範囲
積雪期：融雪型火山泥流の一部

溶岩流が３時間以内に到達
する可能性がある範囲

溶岩流が24時間以内に到達す
る可能性がある範囲

溶岩流が７日以内に到達する
可能性がある範囲

溶岩流が最終的に到達する
可能性がある範囲

レベル１ 平時（活火山であることに留意）

解説情報【臨時】

住民 情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

観光客等 登山者は下山。 第４次避難対象エリアまでに滞在する観光客等はレベル１～３のうちに帰宅 情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

分散避難 影響範囲外への自主的な分散避難を希望する住民は、分散避難を実施 この場合、避難対象エリアに関わらずレベル１～３のうちは自家用車を利用可

レベル３

住民
避難行動要支援者、

一般住民とも避難
児童生徒の引き渡し等

観光客等 第４次避難対象エリアより内側に滞在する観光客等はレベル１～３のうちに帰宅 情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

分散避難

避難済み

※ 逃げ遅れが生じた場合、
救出救助

影響範囲外への自主的な分散避難を希望する住民は、分散避難を実施 この場合、避難対象エリアに関わらずレベル１～３のうちは自家用車を利用可

レベル４

避難行動要支援者、

一般住民とも避難
避難行動要支援者は避難 情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

【積雪期】 融雪型火山泥流の影響範囲のうち「融雪型火山泥流ハザードマップ（危険度区分）」において事前避難の必要な区域は、第２次避難対象エリアの避難

開始基準に準じて避難を開始

レベル５

避難済み

※ 逃げ遅れが生じた場合、
救出救助

一般住民は情報収集体制 避難行動要支援者は避難準備 情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

噴火直後
溶岩流が特に短時間で到達

する可能性がある地域では、
一般住民は避難開始

避難行動要支援者は

必要に応じて避難開始
情報収集体制 （ 行政機関から出される情報に注意 ）

噴火状況判明後

溶岩流の流下方向は避難 （ 降灰が生じた場合、車両での移動は困難となるため、徒歩で避難 ）

降灰後土石流の可能性がある区域からの避難
（緊急調査結果が出される前に降雨があった場合、渓流付近からは立ち退き避難）

降灰時は、原則、自宅又は近隣の堅牢な建物内での屋内退避

ただし、大規模な降灰や溶岩流の流下、近隣での火災発生など立ち退き避難を要する場合、徒歩で移動

※それぞれの地域特性を考慮し必要に応じて調整

※ 上記は、原則的な対応を示したものであり、各市町村が地域特性を考慮した上で、避難時期や移動手段を判断し、それぞれの計画とすることを想定している。
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所 長 藤井敏嗣（マグマ学）

研究部長 吉本充宏（火山地質学・火山防災）

➢ 富士山火山防災研究センター
石峯康浩センター長（火山物理学・災害医学）
本多 亮 （測地学・重力）
山本真也（有機地球化学・同位体地球化学）
久保智弘（地震工学・建築学・防災）
亀谷伸子（火山地質学）
西澤達治（岩石学・地球化学）

任期付研究員
＊山河和也（地球物理学（空振））
＊池谷拓馬（火山地震学）

渡部将太（火山地質学・岩石学）

秋葉祐理（物性物理学・パターン形状解析）

佐藤明夫（自然地理学・火山防災）
＊菊池瞭平（岩石学）
岡田夏美（防災教育）

＊文部科学省次世代火山人材育成事業修了者

山梨県富士山科学研究所 富士山火山防災研究センター

防災局／火山対策室 行政職員３名
＋火山防災職 ＊古屋海砂技師（火山地質学）

連携

山梨県の火山防災研究体制の強化
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Volcano Specialist Education Program

富士山研の火山活動が活発化した際の対応
10

山梨県富士山科学研究所

観測・研究 災害対応

観測
・

他機関受入

現地対策本部
＠河口湖北岸

富士吉田合同庁舎

観測・研究
北麓市町村

火山災害警戒地域

行政支援

＊12022年8月, ＊2 2024年6月＊３ 2021年6月,＊4 2021年7月, 火山防災対策に関する協定を締結

観測データ

富士山火山防災研究センター・総務企画課

神奈川県＊3

防災科研＊1

産総研＊1

東大地震研＊2

災害対策(警戒)本部
＠甲府(県庁）

国の機関
他県

避難方針

職員の派遣

火山対策室＋
(火山防災職1名)

東大工学部＊4

山梨県防災局

県の機関＋

総合的な対応方針

支
援

受
入

調
整

支
援

富士山火山防災対策協議会

連携

火山の知見



山梨県コアグループ会議 （年5回）
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事務局：防災局防災危機管理課火山防災対策室

県民生活部
峡南地域県民センター
富士・東部地域県民センター

林政部
治山林道課
富士・東部林務環境事務所

観光文化部
世界遺産富士山課
文化振興・文化財課

県土整備部
道路管理課
砂防課
峡南建設事務所
富士・東部建設事務所・吉田支所

山梨県道路公社
富士山有料道路管理事務所

山梨県警察本部 警備第二課

富士吉田市安全対策課
都留市総務課
大月市総務管理課
上野原市危機管理室
身延町交通防災課
西桂町総務課
山中湖村総務課
富士河口湖町地域防災課
鳴沢村総務課

国土交通省：甲府河川国道事務所
富士砂防事務所

気象庁：甲府地方気象台
陸上自衛隊第１特科隊

一社）富士五湖観光連盟
富士スバルライン自主防災協議会

峡南広域行政組合消防本部
富士五湖広域行政事務組合消
防本部
都留市消防本部

藤井所長、荒牧顧問、吉本管理幹
小山内信智（客員）
池谷浩（客員）
山梨県富士山科学研究所

石峯研究管理幹ほか

県組織 市町村 火山専門家

消防

民間

国



山梨県コアグループ会議
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日 時 ・ 場 所 実 施 内 容

第１回
５月１５日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○富士山火山について（富士山科学研究所）
○火山防災情報について（甲府地方気象台）
○現地対策本部活動マニュアルについて（火
山防災対策室）
○山梨県コアグループ会議、令和６年度事業
計画について

第２回
７月１７日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○実災害の体験談
壮瞥町長 田鍋 敏也氏

○令和６年度富士山関連の避難訓練実施計画
について

第３回
９月１８日（水）
１３：００～
富士山科学研究所

○ 図上演習

第４回
１１月２０日（水）
１３：３０～
WEB開催

○ 実動訓練の実施に向けて
○ 情報受伝達訓練（噴火警戒レベル１【解説
情報（臨時）】）

第５回
１月１５日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○ 令和６年度訓練の振り返り
○ 令和７年度の避難訓練について

2024年度 2025年度

日 時 ・ 場 所 実 施 内 容

第１回
５月２１日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○富士山火山について（富士山科学研究所）
○火山防災情報について（甲府地方気象台）
○山梨県コアグループ会議、令和7年度事業
計画について

第２回
７月１６日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○実災害の体験談
岩手大学名誉教授 斉藤 徳美 氏

○令和６年度富士山関連の避難訓練実施計画
について

第３回
９月１７日（水）
１３：００～
富士山科学研究所

○ 図上演習

第４回
１１月１４日（金）
１３：３０～
WEB開催

○ 実動訓練の実施に向けて
○ 情報受伝達訓練（噴火警戒レベル１【解説
情報（臨時）】）

第５回
１月２１日（水）
１３：３０～
富士山科学研究所

○ 令和７年度訓練の振り返り
○ 令和８年度の避難訓練について



富士山研で実施した火山防災研修
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回 実施日 実施概要 備考

第１回 2017年１月11日
火山と噴火、ハザードと災害（雲仙普賢岳を例に）、避難計画、噴火
警戒レベル対応演習

―

第２回 2017年11月１日
火山と噴火、火山災害への防災対応、噴火危機時の当面の実行計画の
策演習定（2017年霧島山噴火を例に）

座学の時間を35分に短縮

第３回 2018年１月10日 土砂災害に備える街づくり、御嶽山噴火災害、災害対応に学ぶ演習 座学・演習の時間をバランス

第４回 2019年１月16日
富士山と火山防災、火山観測と噴火予知、機関ごとの噴火対応演習
（テーマ：要支援者）

経験豊かな火山専門家による座
学

第５回 2020年２月12日
富士山火山広域避難行動計画（素案）を基にした避難経路・避難順
序・体制の検討演習

演習による避難行動計画の検証

第６回 2021年１月20日
ドリルマップを用いた避難実施要領の検討
避難先や避難方針等の策定

域内避難の可能性検討

第７回 2021年10月４日 噴火前・噴火中・噴火後を想定した避難対応に係る図上演習 行動計画素案の検討

第８回 2022年９月21日 噴火前（噴火警戒レベル３まで）を想定した避難対応に係る図上演習 行動計画素案の検討

第９回 2023年９月20日 噴火前, 初動期の対応の整理 行動計画素案の検討

第10回 2024年９月18日 具体的な防災対応に基づく避難行動計画の検討 行動計画素案の検討

第11回 2025年９月17日 富士山避難基本計画における県市町村の役割分担
富士山避難基本計画の検証
現地対策本部の役割



富士山研で実施している行政に対する主な火山研修

◼山梨県コアグループ会議（防災関係職員）

◼山梨県消防職員幹部教育上級幹部科【1日間】*

◼山梨県消防職員幹部教育幹部科（中級） 【1日間】 *

◼山梨県警察職員 富士山火山災害教養

◼山梨県警察災害警備専科 富士山教養

◼山梨県富士吉田警察署警備課 富士山教養

◼山梨県河川砂防管理担当者研修

◼山梨県学校教員研究会【2日間】 *

◼山梨県新任職員研修会【1日間】 *

*図上演習あり
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マスコミとの関係強化

•山梨減災報道ネットワーク

（山梨県内の報道機関と山梨
大学の勉強会）への参画

•マスコミ関係者への研修

•やまなし防災減災フェスへの
協力
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研究者と行政が定期的に連携している事例

北海道の火山：北海道防災会議（火山専門委員会）

・北海道、市町村、気象庁、火山専門家（北大、北海道教育大、道総研ほか）

・年に1回実施

岩手火山：岩手ネットワークシステム（INS）地盤と防災

・行政、産業界、大学(岩手大・岩手医科大・岩手県立大・富士大ほか)

桜島火山：桜島火山防災連絡会（通称：五者会議）

・鹿児島県、市町村、気象台、京大防災研、大隅河川国道事務所

・2ヶ月に1回実施
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申請機関：山梨大学
参加機関：山梨県富士山科学研究所、京都大学防災研究所、鹿児島市
協力機関：山梨県、北海道、富士吉田市

研究者・実務者を対象とした火山対策スペシャリスト養成研修
17

コース1
大学院博士後期課程斡旋コース

修士学生や社会人に対して、火山学や火
山実務に関する学びの機会を提供し、博
士後期課程への進学を支援する。

受講者ごとに希望する研究テーマ、進学
先等の相談サポートを実施。

コース3のオンデマンド講座を受講するこ
とで、火山実務のスキルを身につけた研
究者を目指す。

コース2
共同研究コース

土木学、情報学、社会科学など、多
様な分野からの火山研究への参
入を促進するために、研究費助成
を行い、共同研究を実施する(公開
審査)。

他分野研究者の、火山および火山
防災を促進し、火山研究に裾野を
広げ、火山研究の更なる拡大を図
る。

コース3
実務者人材育成コース

実践的な火山災害対応が可能な実務者
人材を育成するために、オンデマンド講座
や実地研修等の受講により、火山学や火
山対応実務に関する確かな知識の習得
をめざす。

国内外の活火山地域での実地研修や交
流を通じて、より実践的な技能を会得。

修了要件を満たしたら、火山対策士(中
級・上級)資格を付与。

R7年度 7名の受講生を受入 R7年度 3件の研究を採択 R7年度 11名の受講生を受入



コース3（実務者人材育成コース）：オンデマンド講座
18

番号 テーマ タイトル

1章 火山災害とは

1-1節 火山とは？ 噴火とは？

1-2節 火山噴火で発生する多様な災害要因

1-3節 近年の主な火山災害

1-4節 噴火による犠牲者数の統計データ

1-5節 火山災害の特殊性

2章
火山災害に関する行政の枠
組み

2-1節 日本の火山防災体制

2-2節 火山防災対策協議会とは？

2-3節 日本における火山監視体制

2-4節 火山専門家の役割

3章 火山災害に関する法体制

3-1節 火山災害に関する法体制の概要

3-2節 活火山法とは？

3-3節 災害対策基本法の概要

3-4節 災害対策基本法第６０条と６３条

3-5節 災害救助法

4章 火山災害時の危機管理

4-1節 地方自治体の地域防災計画

4-2節 各組織における災害対策本部の活動

4-3節 災害時の組織連携

4-4節 噴火警戒レベル

4-5節 ハザードマップ

5章 火山災害時の緊急対応

5-1節 火山災害対応時の安全確保

5-2節 避難

5-3節 被災者支援の留意点

6章 火山災害時のインフラ対策

6-1節 火山災害のインフラへの影響と対策

6-2節 火山灰への対応

6-3節 火山灰の陸上交通・物流への影響

6-4節 火山灰の建物への影響

7章
研修内容を踏まえた防災訓
練・啓発活動

7-1節 訓練の種類・目的

7-2節 訓練の計画（噴火シナリオと付与情報）

7-3節 鹿児島市における大規模噴火対応訓練

7-4節 平時の火山防災啓発・教育

章番号 章タイトル 節タイトル

1章
火山防災の歴史

1-1節 日本の火山防災の歩み

1-2節 世界的な火山防災の歴史

2章 火山災害時の情報共有

2-1節 リスク・コミュニケーションの基本

2-2節 住民への情報発信に関する留意点

2-3節 火山専門家との連携

2-4節 マスコミ対応

2-5節 災害対応の記録・報告書の作成

3章 事前の備え

3-1節 噴火時の自治体機能の確保／活動拠点本部の設置計画

3-2節 資機材の整備（通信、電源、食糧備蓄等）

3-3節 関連組織の支援受け入れ

3-4節 避難促進施設における避難確保計画

3-5節 個別避難計画の作成を含む要支援者対策

4章 火山災害対応の留意点

4-1節 火山防災マップの活用

4-2節 捜索・救助における警察・消防・自衛隊との連携

4-3節 域外避難を見据えた避難手段の確保

4-4節 域外避難を見据えた避難先の確保

4-5節 避難所に関する火山災害特有の留意点

4-6節 インフラ事業者との連携

5章 インフラ等に関する備え

5-1節 上下水道への火山噴火の影響と対応

5-2節 降灰時の道路啓開

5-3節 航空機への影響

5-4節 津波・地盤沈下・漂着軽石の港湾への影響

5-5節 農業・畜産被害対策

6章
関連法規を活用した対
応

6-1節 火山災害における激甚災害特別法の活用

6-2節 火山灰除去に関する活火山法に基づく補助事業

6-3節 農林水産業に対する活火山法に基づく補助事業

6-4節 砂防法に基づく事業（国交省における取組）

６－５節 砂防法に基づく事業（協議会での対応）

7章
火山災害からの復旧・
復興

7-1節 復旧・復興に関する火山災害の特殊性

7-2節 噴火の長期化とその対応（長期避難や集団移転への備え）

7-3節 噴火災害の伝承・災害遺構に関する取り組み

7-4節 観光・ジオパーク活動と連携した復興計画

8章
研修内容を踏まえた高
度な防災訓練

8-1節 火山災害対策訓練の種類と目的

8-2節 火山災害対策訓練におけるコントローラーとファシリテーターの役割

中級
３０講座

上級
３４講座



火山専門家のリスクコミュニケーション：4つの姿勢

•不確実性を伝える

•専門用語を捨て、行動に直結した表現を使う

•行政・マスコミ・住民と“顔の見える関係”を築く

•訓練に必ず参加し、共通言語の土台をつくる
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ご清聴ありがとうございました。
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